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 .意図 事業 対象 う たい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 人工数 業務量

活動指標 箇所
箇所

人件費計

箇所
人

対象指標

 
 

訳 実績
度

, ,

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 , ,

中心 行う 護予防 日常生活支援総合事業 総合事業
利用 方 対 護予防 アプ ン 作成

※ 護予防 日常生活支援総合事業 通所型サ ビ 訪問型サ ビ
民型サ ビ

総合
計
体系

護予防 アプ ン作成事業

箇所訪問型サ ビ 事業所指定数

施策名

健や 暮 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基本目標

政策名

誰 健や 生 生 暮 ち く

成事業期間

予算 事業名

度

目

線
保健福祉課 在宅支援係

日

所属
部門

事務事業名 護予防 アプ ン作成事業

成 事務事業 ネ メント ト 
事務事業

性格

澤勝昭課長名

予算
科目

会計区 款 項

名 称

通所型サ ビ 事業所指定数 箇所

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

護特別

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者名
線番号

松浦

護保険法

単

民型サ ビ 事業所指定数 箇所

人総合事業対象者数 度毎 アプ ン作成実人数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

名 称

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

名 称

福祉サ ビ 満足 い 高齢者 割合 ％

度

.

目標

度

, ,
, ,

, ,

, , , ,

事務事業及び各指標 変更

, ,

, ,
, ,

, ,, ,

, ,

, ,

, ,

自立 向 た 護予防 アプ ン 作成 通 心身機能 維持 向
図 総合事業 利用 人 増や 成果指標 い 総合事業

護予防 アプ ン作成延 人数 い

総合事業対象者 要支援認定者及び基本チェッ ト該当者

目標目標
度度

予算 目標単 度

地域 民 健康 び生活 安定 繋 高齢者 慣 た地域
安心 暮

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

人

名 称

護予防 アプ ン作成延 人数

.

 . 事務事業 開始 た背景  .事務事業 巻く状況 後 予測 う変わ た う

％ .
成果指標

.

要支援者 総合事業 移行 成 度 護認定 効期限満
了 タイ ン １ 移行 成 完了 た 高齢化 伴い
支援 必要 高齢者 増加 いく 予測さ 自立支援 護予防 重症
化予防 視 持ち 個々 高齢者 選択 寄 添い 自立 向 た多様
社会資源 活用 対応 いく 求

護保険法改 要支援者 利用 予防給付 う
ち 訪問 護 通所 護 中心 行う総合事業
移行 た 成 総合事業 利用
方 た 護予防 アプ ン 作成 た 本事業
実施 た

成果指標

 .対象 何 対象 い ～人 公共施設 自然資源

人

, ,

人

ト タ コ ト ＋

間
人
件
費

.



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た ト 段 改善 改革 概要 明

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   民等 意見 要望や評価結果 た改革案 後 度 降 計

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入 行わ ば

い

地域包括支援センタ 護予防 アプ ン 作成 さ い 地域包括支援センタ 市
村 責任主体 直接実施 望 い さ い

対象 び意図 法 定 大 縮小 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 入

 事務事業 対 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

担 法 定 あ 適 あ

※反映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明

効
性
評
価

.成果 向 余地

護予防 アプ ン作成事業

 .改革 改善 期待成果

在宅支援係

○

維持

基本チェッ ト 活用 対象者 選定 行い 総合事業サ ビ 利用 方 護予
防 アプ ン 地域包括支援センタ 作成

従来 担当 い 方 護予防 アプ ン 作成 居宅 護支援事業所 委 た
新規利用者 護予防 アプ ン 作成 利用者 希望や状況 応 随時居宅 護支援事業
所 委

国 通知や法改 応 各事業所や利用者 説明 び情報交換 行 いく

削減

向

コ ト

増加

現状維持

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業名

.事業費 ト タ コ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
た場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

地域包括支援センタ 市 村 責任主体 直接設置 設置 箇所 あ た 廃 休
護予防 アプ ン 作成 く 他 類似事業 い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

度

組

度

降

組

事業 従来 担当 い 利用者 引 居宅 護支援事業所 護予防 アプ ン 作成 委
護予防 アプ ン 精度向 い 護支援専門員事業 行 いく

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

護保険法 定 い 事業 容 適 実施 予算 計 削減
い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い



事業 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

そ 他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

改革 改善案 概要

健や 暮 自立を支え 福祉 充実

簡易 トを
選択 た理由

高齢者福祉 充実施策名

総合
計
体系

根拠
法

護保険法

政策名

誰 健や 生 生 暮 せ まち く基 目標

間

人

.

成 護保険制度 開始 降 要 護 要支援認定 一次判定を目的 一定 講習を受けた認定調査員
認定調査を実施 い 一次判定 精度を維持 滑 支援 う 次 実施 い

海道 行う認定調査員研修を受けた認定調査員 職員 臨時職員 実施 い
護保険係 受理 た申請を 調査認定 日程調整 認定調査を行い 在宅支援係職員 調査結果 調査

概況 各項目 を再確認 護保険係 提出 い
終 期を 迅 調査や 審査 必要 ケ 護保険係 情報共 早急 審査を調整

う努 い

改革 改善実施 方向性 現状維持

調査を実施 職員 経験豊富 現状 大 課題 い状況 あ 後 認定調査 精度維持や 調査後
支援を 滑 た 支援体制を調整 い たい

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

人件費計

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度ま性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
成 度

護保険認定調査事業

所属
部門

保健福祉課 在宅支援係 課長名
線

成

事務事業

度

澤 勝昭 担当者名 高谷 真理子

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業 概要

線

成

事務事業

度

澤 勝昭 担当者名 松浦

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度ま性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
成 度

護保険福祉用具 宅改修理由書作成事務

所属
部門

保健福祉課 在宅支援係 課長名

人件費計

間

人

.

担当ケアマネ ャ い い要支援 要 護認定者 福祉用具購入及び 宅改修費 給付申請を行う際 地域
包括支援センタ 職員 健康状態 生活状況を確認 必要性をアセ メントし 理由書を作成し い

対象者 合わせ 適切 福祉用具を選定 あ い 宅改修方法を検討す こ 対象者 自立支援 安全
性 確保 動作 容易性 護者 担軽減 を図

改革 改善実施 方向性 現状維持

対象 高齢者 増加や 制度 普及啓発 効果 福祉用具購入及び 宅改修費 給付申請 係 理由
書作成事務 関し 成 増加し 成 ほ サ ビ 利用開始を伴い 包括職員 ケアマネ

ャ ケ 多 っ 若 減少し 入院中 相談を受け 退院時 自宅退院 向け 生活環境整
備を目的 医療機関 理学療法士 連携す 機会 多い 後 医療機関 情報共 連携を積極的 図
高齢者 病気 身体機能 し 後 在宅生活 う実施し い い

訳 単
度

実績
度

実績
度

予算

健や 暮 し 自立を支え 福祉 充実

簡易 トを
選択し 理由

高齢者福祉 充実施策名

総合
計画
体系

根拠
法令

護保険法

政策名

誰 健や 生 生 暮 せ まち く基本目標

改革 改善案 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

他 使用料等

一般 源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う い

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変

人

 人工数 業務量

活動指標
人

人件費計

人
対象指標

,, ,

訳 実績
度

,

事業費計 ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 ,

認知症や支援者 在 困 抱え 高齢者 尊厳
慣 地域 心 生活 う 専門的 的 視

あ ゆ 権利侵害や生活 利益 擁護 施策 実施
成 後見制度 利用支援や高齢者虐待 対応 地域 支え合う高齢者
福祉 実現 目指 関係機関 ッ ワ 構築や消費者被害
権利侵害 未然防 組

総合
計
体系

権利擁護事業

権利擁護事業

施策名

人々 尊重 あう地域社会 実現

法 根

互い 認 合う地域社会 形成

基本目標

政策名

誰 健や 生 生 暮

成事業期間

予算 事業名

度

目

線
保健福祉課 在宅支援係

日

所属
部門

事務事業名 権利擁護事業

成 事務事業マ メン  
事務事業

性格

澤勝昭課長名

予算
科目

会計 款 項

名 称

権利擁護関連相談 通報件数 実人数 人

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

護特

護特

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者名
線番号

赤坂貴明

老人福祉法 護保険法 高齢者虐待防 法

単

人歳 高齢者数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

名 称

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

名 称

人権 尊重さ い 思う 民 割合 ％

度

.

目標

度

,
,

,

, , ,

事務事業及び各指標 変更

,

,
,

,, ,

,

,

,

高齢者 タ ッ 虐待や消費者被害 産 当 引 未
然 防 成 後見制度 利用 必要 あ 関わ 経
済的 問 利用 困 高齢者 支援

断能力 生活 中 利益 被 あ 人や 高齢
者虐待防 法 記載さ い 高齢者 養護者 養 護施設従事者
対象 高齢者 民 生活 支え 観 必要 思わ
関係機関 及啓発や制度 関 問い合わ い 高齢者全般
広 民全体 対象 い

人

目標目標
度度

予算 目標単 度

誰 え い人間 尊重さ 差 い明 や
い社会 作 高齢者 心 生活 い う
地域 関係団体 企業 療機関 護事業所 行政機関 連携 強

あ ゆ 権利侵害や生活 利益 援護 い 組 地域 見
あ

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

成 後見制度報酬 成対象者数

人

名 称

高齢者虐待 関 支援者数

.

 . 事務事業 開始 背  .事務事業 巻 状況 後 予測 う変わ う

％ .
成果指標

.

高齢者虐待防 法 施行や地域包括支援センタ 開設 成
度 高齢者虐待 防 権利侵害 対応 含 総合的 権利擁護
事業 組 い 芽室 社会福祉協議会 成 後見支援センタ

立 成 後見制度 関 相談 増え い 経済的 問
利用 困 高齢者 成 制度 う 適 サ ビ

利用 可能 い 申立数 増加 経済的 問 成者数
増加 見込 あ

成 当初 認知症 居高齢者 訪問販売被害
遭い う 情報 あ 支援親族

在 必要時 長 成 後見制度申立 可能
体制 タ 成 護保険法

伴い 高齢者 対 権利擁護事業 必須事業 成
後見制度利用支援事業 任意事業 後 民後見
推進事業 開始さ 一般会計 成 後見推進事業 計

成果指標

 .対象 何 対象 い ～人 公共施設 自然資源

人

, ,

人

タル ＋

間
人
件
費

.



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 改革案 後 度 降 計

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 余地

事務事業 税金
投入 行わ ば

い

成 ４ 護保険法 改 さ 地域支援事業創設 伴い 高齢者 対 虐待防 等 権
利擁護事業 必須事業 成 後見制度利用支援事業 任意事業 高齢者虐待防 法 施行さ

体制整備 関 地方公共団体 責務 規定さ い 成 老人福祉法第 条 ２
後見等 関 体制 整備等 新設さ 力義務 さ い

権利擁護 関 支援 必要 高齢者 対象 あ 縮小 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課 や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対 民
 ッ 広聴制度
 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

相談 支援業務 い 法 定 理由 益者 担 求 い
長 成 後見審 請求 行 係 費用 い 本人 関係者 担

事情 あ 断 場合 経済状況 踏 え 成 要否 決定 い

芽室 消費者協会 成 度 相談件数 件 あ 成 度 件 増加 い
主 架空請求 関 相談 多 寄 い 芽室 地域包括支援センタ 関

係機関 民 方 注意喚起 行 ほ い 要望 い い い

※反映さ 具体案 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

権利擁護事業

 .改革 改善 期待成果

在宅支援係

○

維持

将来支援者 在 心配さ 高齢者 い 本人 元気 う 将来 生活場所や 療行
希望 万 一 連絡先 確認 大 備え あ エン ン 機能

持 情報共 フ ル 対象者 配 活用 図 い
高齢者虐待 適 対応 行う マニュ ル 整備 行う 職員 資質向 海
虐待防 推進研修会 参加
芽室交番 び芽室 消費者協会 定例 情報交換会 いや 連携会議 開催 虐待や消

費者被害 権利侵害 未然防 組 い 芽室交番協力 高齢者 運転 関
講演会 開催 い

削減

向

増加

目的 充

. 民等 意見 要望

. 関 必要性

所属部門事務事業名

.事業費 タル
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
場合 支 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 逆
い

長 成 後見制度 申立や 高齢者虐待発生時 保護 費用 伴う対応 迅 行う
権利侵害 早期発見 未然防 組織的 組 滞 対象者及び根

法 異 い福祉係 権利擁護 関 事業 統合 適当 い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

度

組

度

降

組

事業 専門性維持 関わ 担当職員 研修機会 い 芽室交番 消費者協会 連携 詐欺 関 情報 民 及
啓発 行い 発生 未然 防い い

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

権利擁護 ッ ワ 強 高齢者宅 訪問時 注意喚起 行 い う 組 い 事業 あ 護支援専門員事業 連携 専門職
集 会議体 周知 行 い い

予算計 い 事業費 ほ 成 後見制度 係 費用 成や 高齢者虐待 伴う一時保護
費 費用 い 権利擁護支援 必要 事例 想定 あ 支援対象者 人数や状況

決済 や人工数 大 変動 削減 方針 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い



事業 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

そ 他 使用料等

一般 源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数人
件
費

ト タル ト

 人工数 業務量

改革 改善案 概要

健や 暮 自立 支え 福祉 充実

簡易 ト
選択 理由

高齢者福祉 充実施策

総合
計
体系

根拠
法

政策

誰 健や 生 生 暮 せ く基本目標

間

人

各種 トボ ル 運動 伴うイベント 高齢者 参加 生涯学習事業 開催時 主催者 依頼 応
保健師 専門職 派遣 救護業務 対応 い 参加さ 対象 や 各係 業務 ュ ル 考

慮 派遣 職員 調整や医薬品 補充 管理等 実施 い
薬品 追加購入 必要 経費 原則 主催者 担 い く

改革 改善実施 方向性 現状維持

救護業務 通 民 健康管理等 担当 保健師 周知機会 一助 い 実際 求 救急
時 対応 い 臨床経験 乏 い職員 ほ あ 事 主催者 理解 求 いく 時 長期的
実施範囲 広げ いく事 難 い 思わ 現在 職員 職歴 鑑 臨床経験 豊 臨時看護職員

対応 望 い 思わ

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

人件費計

開始 度

作成日 日

事務事業

成

度性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
昭和 度

各種イベント救護派遣事務

所属
部門

保健福祉課 在宅支援係 課長
線

成

不明事務事業

度

澤 勝昭 担当者 高谷 真理子

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

, ,人

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.

地域包括支援 ンタ 業務 うち 護予防支援業務 主 行 い 高齢
化 深刻化 居 高齢者夫婦世帯 認知症高齢者 増加 生活課題 多様
化 ニ 変化 中 相談対応 充実 図 対応し いく 護保険
法 改 伴い 護予防通所 護 護予防訪問 護サ ビ 利用者
い 行う 護予防 日常生活支援総合事業 成 滑 移
行し 成 全 移行 終え い

成 護保険法改 伴い 護保険 保険者
あ 市 村 対し 護予防支援業務 要支援者 護

予防ケアプラン作成 護予防ケアマネ ント事業 相互
相談事業 権利擁護事業 び包括的 的ケアマネ
ント事業 主機能 地域包括支援 ンタ 設置 義務
付 た 芽室 い 成 日 直営

開業し い

成果指標

. .

 . 事務事業 開始した背景  .事務事業 巻く状況 後 予測 う変わ た う

％ .
成果指標

自立 向 た 護予防ケアプラン 作成 通し 高齢者 心身機能
維持 向 在宅生活 自立生活 目指 成果指標

い 予防給付 伴う 護予防ケアプラン作成延 人数 し い 護
予防ケアプラン作成事業 対象者 外

芽室 民全体 居 護保険被保険者 び 家族

目標目標
度度

予算 目標単 度

地域 民 健康 び生活安定 繋 高齢者 慣 た地域 自
しく安心し 暮 し

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

人

称

護予防ケアプラン作成延 人数

, ,

, ,

, , , ,

事務事業及び各指標 変更

△ , ,
, ,

, ,, ,

, , , ,

.

目標

９ 度

△ , ,

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

福祉サ ビ 満足し い 高齢者 割合 ％

度

単

人芽室 民数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

称

地域包括支援 ンタ 設置数 箇所

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

一般

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

松浦

護保険法

所属
部門

事務事業 地域包括支援 ンタ 運営支援事業

成 事務事業マネ ント ト 
事務事業

性格

澤 勝昭課長

予算
科目

会計区 款 項

成事業期間

予算 事業

度

目

線
保健福祉課 在宅支援係

日

護予防支援業務 予防給付 伴う要支援認定者 護予防ケアプラン
作成 総合相談事業 権利擁護事業 包括的 的ケアマネ ン
ト業務 護支援専門員支援 行 い うち 当事業 護予
防支援業務 行い 関し 各事業毎 マネ ント ト 作成
し い た 地域包括支援 ンタ 運営 係 業務 行 い

総合
計
体系

地域包括支援 ンタ 運営支援事業

施策

健や 暮 し 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基本目標

政策

誰 健や 生 生 暮 ち く

訳 実績
度

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 △ , ,

,

,

, ,

 人工数 業務量

活動指標
箇所

人件費計

人
対象指標



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 後 度 降 計

度

降

組

地域包括支援 ンタ 運営 行う 高齢化 深刻化 伴う社会背景 変化 様々 課題 対し 全体的 対応 う役割
担 いく

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

成 度 事業 容 他事務事業 細 化し い 現状 削減 余地 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

記 様 ンタ 設置 市 村 義務 あ 廃 休 困難 あ 統廃合 行う 事
案 い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
した場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆
た い

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業

維持 ○

護予防支援業務 護予防ケアプラン作成 うち 予防給付対象外 護予防 日常生活支援総合事業
利用者 関し 護予防ケアプラン作成事業 実施し い

総合相談事業 一元的 相談窓口 高齢者相談係 中心 し 行い 要支援 要 護者 相談 対応
権利擁護事業 権利擁護事業 うち 成 度 成 後見制度 関わ 成 後見推進事業

実施
包括的 的ケアマネ ント支援業務 護支援専門員 支援や学習会 関係機関 連携等 護

支援専門員支援事業 し 実施し い
記 外 護予防給付 伴うケアプラン作成業務 地域包括支援 ンタ 全体 運営 関わ 車両管理や

テ 管理 関 業務 当事業 実施

削減

向

コ ト

増加

現状維持

 .改革 改善 期待成果

在宅支援係

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

地域包括支援 ンタ 設置 運営 護保険法 い 市 村 役割 さ い

地域包括支援 ンタ 対象 意図 護保険法 定 対象 意図 大 縮小
困難 あ

成 度 事業 一定 成果 ケアプラン作成 関し 成 度
護予防ケアプラン作成事業 細 化し い 現状維持

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

益 担 法 適 あ た 益 担 求 性質 い事業 多く含

※反映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

地域包括支援 ンタ 運営支援事業



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意 事業 対象 う い

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 .対象 何 対象 い ～人 公共施設 自然資源

件

, ,

人

タルコ ＋

間
人
件
費

.

護支援専門員 他 職種 様人材 足 深刻 あ 質 維持向
要 あ 高齢者人口 増加 高齢者 抱え 課題

複雑化 多様化 傾向 あ 従 護支援専門員 い 制度
理解や様々 事例 対 対応能力 求 地域包括支援 ンタ

支援 望

護支援専門員 多様 資格背景 あ 中 専門的 複
動的 課題解決能力 必要 さ 近 療依存度
高いケ や 家族全体 支援困難事例 増え 中 研修
や情報交換 場 提供 高齢者 支援体制強化 一助

う 事業 開始 い

成果指標

. .

 . 事務事業 開始 背景  .事務事業 巻く状況 後 予測 う変わ う

％ .
成果指標

研修や情報提供 場 積極的 参加 質 高いケ プラン 作成 支援
一助

居宅 護支援事業所 護支援専門員 関係機関職員

目標目標
度度

予算 目標単 度

必要 応 護認定 適 支援 高齢者等 慣
地域 安心 暮

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意 成度合 表 指標

件

称

コ ネ タ 会議 ケ プラン検討延数

,

, , , ,

事務事業及び各指標 変更

,

,
,

 
,, ,

,

,

,

.

目標

度

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

福祉サ ビ 満足 い 高齢者 割合 ％

度

人ケ カフェ出席者延人数

単

人ケ マネネッ ワ ク会議出席者延人数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

称

ケ マネネッ ワ ク会議実施回数 回

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

護特

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

高谷 真理子

護保険法

所属
部門

事務事業 護支援専門員支援事業

成 事務事業マネ メン  
事務事業

性格

澤 勝昭課長

予算
科目

会計 款 項

事業期間

予算 事業

度

目

線
保健福祉課 在宅支援係

日

要 護 要支援認定 民及び事業対象者 支援 行う 護支援専
門員 ケ マネ ャ 等 資質向 研修や情報共 機会 提
供 自立 視 入 ケ プラン 作成 メン
や計 立案 合意形成 先進地視察 事業所 協働 実施

総合
計
体系

護支援専門員支援事業

回ケ カフェ開催回数

施策

健や 暮 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基本目標

政策

誰 健や 生 生 暮 く

訳 実績
度

,

事業費計 ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入

 職員従事人数

 一 般  源 ,

 

  
 

 

 人工数 業務

活動指標 回
回

人件費計

人
対象指標 人



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 改革案 後 度 降 計

度

降

組

ケ マネネッ ワ ク会議 護支援専門員 学習や意見集約 機会 実施 いく
ケ カフェ 関係機関 広く周知 実施 いく

護支援専門員 参加 や い時間帯や環境 目指 い い
先進地視察後 ケ プラン作成や支援 評価や手法 い 検討 担当職員 変化 い 的 支援体制 いく

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

事業費 目標 成 必要最 限 経費 計 的 計 削減余地 い 断

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

類似事業 く 研修や情報交換 機会 現状 事業所 自 学習 結
果事業所や個人 格差 生 可能性 高く 結果 民 生活 支障 あ 考え

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

.事業費 タルコ
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意 大 縮小
余地

対象 意 広 逆
い

. 民等 意見 要望

. 関 必要性

所属部門事務事業

○

維持

事業担当者 一定 プラン作成 専門性 維持 居宅 護支援事業所及び
護支援専門員 資質向 支援 う ケ プラン 評価や支援 過程 相談支援体
制 構築 目的 成 度 先進地視察 行う 実施 あ 民間事業所 協働 行う方
向 調整 い い考え 研修や情報共 課題や 後予測さ ニ 反映 マ

設定 う 企 準備 い い 考え 削減

向

コ

増加

業務改善

 .改革 改善 期待成果

在宅支援係

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入 行わ ば

い

護保険サ ビ 調整 中心 支援 行う 護支援専門員 質 向 高齢者 自立支援
い 護保険サ ビ 給付及び 民 生活 質 大 く関わ 事項 あ 関 必要性

高い事業 断

対象 意 護保険法 基 く 護支援専門員 業務範 や 必要 資格要件 基 く 護支
援事業所 対 事業 あ 適 断

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対 民
 ッ 広聴制度
 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

益 担 求 性質 い事業 あ 必要 担 生 場合 担い く方向 事業
企 い 情報交換時 軽食

※反映さ 具体案 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

護支援専門員支援事業



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う たい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 回

 人工数 業務量

活動指標
回

人件費計

人
対象指標 人

,, ,
 

訳 実績
度

, ,

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 , ,

誰 慣 た地域 自 く安心 暮 地域 く 目指 た
認知症や知的 い 精神 い等 断能力 十 た

人 成 見制度 適 利用 組 く 進 た 地域福
祉 観点 市民 見業務 新た 担い手 活動 う支援
成 見制度 利用 進及び市民 見 推進 図

成 度 芽室 社会福祉協議会 委

総合
計
体系

成 見推進事業

施策名

人々 尊重 あう地域社会 実現

法 根

互い 認 合う地域社会 形成

基 目標

政策名

誰 健や 生 生 暮 ち く

成事業期間

予算 事業名

度

目

線
保健福祉課 在宅支援

日

所属
部門

事務事業名 成 見推進事業

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

澤勝昭課長名

予算
科目

会計区 款 項

名 称

委 先事業所 打ち合わ 会議開催数 回

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

一般

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者名
線番号

赤坂貴明

成 見制度 利用 進 関 法

人市民 見人養成研修修了者

単

人将来的 成 見制度利用 考え 高齢者や い 持 民

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

名 称

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

名 称

人権 尊重さ い 思う 民 割合 ％

度

.

目標

度

, ,
, ,

, , , ,

事務事業及び各指標 変更

, ,

, ,
, ,

, ,, ,

, ,

認知症や知的 い 精神 い 断能力 十 た
人 適 成 見制度 利用 う 入 行う

市民 見人養成研修修了生 対 適 フォロ アップ 行う
可能 市民 見人 地域 活動 行う

将来的 成 見制度利用 考え 高齢者や い 持 民
成 時点 歳 人数＋芽室 在 療育手帳所持者

数
市民 見人養成研修修了者

回

回及啓発事業実施回数

目標目標
度度

予算 目標単 度

民 見業務 新た 担い手 活動 地域 民 成
見制度 適 利用 組 整え た 成 見実
施機関 設置 権利擁護 関 一般相談 対応や成 見制
度 及 啓発 親族 見人等 相談対応 申立支援 合わ
行う 地域 権利擁護体制 推進 図

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

市民 見人フォロ アップ相談実績

回

名 称

成 見制度個 相談会開催件数

.

 . 事務事業 開始 た背

回

 .事務事業 巻く状況 予測 う変わ た う

％ .
成果指標

 
.

芽室 社会福祉協議会 事業 委 成 見支援 ンタ 設置 法人
見 任数 人 市民 見人養成研修修了生 支援 あた
い 成 見支援 ンタ あ 芽室 社会福祉協議会 市民 見人養
成研修修了生 対 フォロ アップ研修 行 た 随時相談や 言 行う

活動支援 い 成 度 アンケ ト 結果 ニ
対 市民 見人養成研修修了生 足 い わ 成

度 回目 市民 見人養成研修 開催 いく

認知症高齢者や 居高齢者 身寄 い方 増加 伴
い 成 見制度 必要性 高 需要 さ

増大 見込 成 度 芽室
い 市民 見人 養成 た 成 度 国庫補

事業 市民 見推進事業 開始 権利擁護人 育
成事業 一般会計 成 度 計 い

成果指標

 .対象 何 対象 い ～人 公共施設 自然資源

回

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た ト 段 改善 改革 概要 明

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   民等 意見 要望や評価結果 た改革案 度 降 計

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入 行わ ば

い

成 日 護サ ビ 基盤強化 た 護保険等 一部 改 法 い 老
人福祉法第 条 見等 関 体制 整備 新設さ た 市 人 育成及び活用
図 た 研修 実施 見等 業務 適 行う 者 家庭裁 所 推薦 必
要 措置 講 う ば い さ い 責任 重く 費用対効果 い責務的 容
あ 行政 主体的 行う 役割 あ

成 見制度 必要 全 人 対象 あ 縮小 い 成 度 ニ 調査
行 た結果 潜在ニ あ 把握 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 入

 事務事業 対 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関 者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

相談や支援業務 い 法 定 機能 益者 担 求 基 的
い 成 見制度 及 関 講演会 開催や 市民 見人養成研修修了生 適 フォロ アッ
プ 適 類さ い

※反映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明

効
性
評
価

.成果 向 余地

成 見推進事業

 .改革 改善 期待成果

在宅支援

○

維持

成 見推進事業 委 事業 項目 い 特 強化 いく
市民 見人養成研修開催

帯広市 共催 市民 見人養成研修 開催 名 目標値 いく
市民 見人 フォロ アップ体制整備 充実 関わ 検討

現在活動 い 養成研修修了生 フォロ アップ体制 法人 見 任 個人 任
流 作 いく

養成研修修了生 地域 声 行い 実 活動報告 機会 設 民
対 及 啓発 相談窓口 周知 行 いく

削減

向

コ ト

増加

目的 充

. 民等 意見 要望

. 関 必要性

所属部門事務事業名

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
た場合 支 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆
た い

成 度 国庫補 事業 対象 市 実施 事業 明確 規定さ い 権利擁
護人 支援体制構築事業 事業 必要 あ 事業 統廃合 い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

度

組

度

降

組

成 度 新た 市民 見人 養成 養成研修修了生 や 業務 行え う フォロ アップ 体制整備 充実 関わ
検討 行 いく

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

予算計 い 事業費 市民 見人等 見実施機関 運営費 必要 あ
市民 見人 フォロ アップ 法人 見 任 体制 整備 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う し い

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

件

, ,

人

タルコ ＋

間
人
件
費

.

高度 療 し 治療や 療ケ 必要 し 護保険サ ビ
ケ 増加し い 療 護 役割や 専門的

知識 持 相談窓口 迅 一体的 支援体制 構築 期
待さ 考え

成 度 護保険制度改 新 創設さ 事
業 療 護 両方 必要 状態 高齢者
慣 地域 自 しい暮 し う 在宅 療

護 一体的 提供 療機関 護保険事業
所 情報共 連携体制 構築 求 い

成果指標

. .

 . 事務事業 開始し 背  .事務事業 巻く状況 後 予測 う変わ う

％ .
成果指標

療機関及び 護保険事業所 相互 情報共 し 対象者 相談 対応
時 潜在化 ニ 積極的解決 向 体制 構築

芽室 護保険被保険者

件

目標目標
度度

予算 目標単 度

高齢 地域 安心し 生活

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

療職員 ケ 連携件数

件

称

専門窓口相談延数

,

,

, , ,

事務事業及び各指標 変更

, ,

, ,
, ,

, ,, ,

,

,

,

.

目標

度

,

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

福祉サ ビ 満足し い 高齢者 割合 ％

度

単

人護保険被保険者 度当初

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

称

必須８ ニュ うち 組事業数 事業

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

国保特

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

高谷 真理子

護保険法

所属
部門

事務事業 在宅 療 護連携推進事業

成 事務事業マネ ン  
事務事業

性格

澤 勝昭課長

予算
科目

会計 款 項

成事業期間

予算 事業

度

目

線
保健福祉課 在宅支援

日

療 護 両方 必要 高齢者等 希望 沿 適 支援
う 連携や情報共 相談体制 構築 推進
成 度 護保険制度改 本事業 必須

ニュ し 事業 示さ い

総合
計
体系

在宅 療 護連携推進事業

施策

健や 暮 し 自立 支え 福祉 充実

法 根

高齢者福祉 充実

基本目標

政策

誰 健や 生 生 暮 ち く

訳 実績
度

,

事業費計 ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 ,

,, ,

 人工数 業務量

活動指標
事業

人件費計

人
対象指標

 件



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 改革案 後 度 降 計

度

降

組

在宅 療 護連携推進事業 事業 行う中 顕在化し 療 護 連携 課題や 後期待さ 療 護 相
互 役割 い 協議し 必須 ニュ わ い事業 展開や 運営 工夫 行う 芽室 自 支援体制 構築 努

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

事業 実施 必要 最 限度 事業費 計 し 削減余地 い 断
成 度 降さ 事業 充実 目指し タルコ 削減 難しい

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

護保険法 基 義務付 さ 必須事業 あ 廃 休 い事業 あ
類似事業 い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

保健福祉課

.事業費 タルコ
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
し 場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 逆
い

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業

○

維持

必須 ニュ 事業 度 全 実施 計 主 概要 次
公立芽室病院窓口 療 特化し 相談窓口 設置し 地域包括支援 ンタ 連携
迅 専門的 相談体制 整備し いく
成 度 ル事業化し い 情報共 フ イル 見直し 行い 成 度 全 配

準備
療 護連携マップ 利用 進や 及啓発 講演会 開催 し 実施

削減

向

コ

増加

目的 充

 .改革 改善 期待成果

在宅支援

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

護保険法 地域支援事業 村事業 し 実施 義務付 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対し 民
 ッ イ 広聴制度
 議会や関 者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

基本的 益者 担 求 事業 い

※反映さ 具体案 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

在宅 療 護連携推進事業


